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補足資料

世界最高水準の研究大学の実現に向けた
国としてのKPIとKGIについて

研究振興局大学研究基盤整備課
大学研究力強化室
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資料３－１



10兆円大学ファンドと国際卓越研究大学制度
背景・課題

○ 近年、我が国の研究力は、世界と比べて相対的に低下。
他方、欧米の主要大学は数兆円規模のファンドの運用
益を活用し、研究基盤や若手研究者への投資を拡大。

○ 大学は多様な知の結節点であり、最大かつ最先端の知の
基盤。我が国の成長とイノベーションの創出に当たって、大
学の研究力を強化することは極めて重要。

○ 研究力を抜本的に強化し、大学を中核としたイノベー
ション・エコシステムを構築するため、これまでにない手法に
よる大胆な投資が必要。

4.5兆円
大学基金規模

3.3兆円

3.1兆円

870億円

300億円

190億円

欧米主要大学の基金規模との比較

※各大学HP等に基づき作成 (海外大学は2019年数値、国内大学は2020年度数値)
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各国大学収入の成長指数
（インフレ調整済、2005年を1とした場合の各年の値）
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事業内容（10兆円規模の大学ファンドの運用益による国際卓越研究大学への助成）

（10兆円規模の大学ファンド）
○ 10兆円規模の大学ファンドを創設し、国際卓越研究大
学の研究基盤への長期的・安定的な支援を最長25年
行う。

○ 令和３年度末に科学技術振興機構(JST)に大学ファ
ンドを設置し、運用を開始。

（国際卓越研究大学制度）
○ 世界から先導的モデルとみなされる世界最高水準の研究大学の実現を目指す。
・ 多様な分野の世界トップクラスの研究者が集まり、活躍するとともに、次世代の研究者を育成
・ 国内外の若手研究者を惹きつける多様性と包括性が担保された魅力的な研究環境を実現し、
我が国の学術研究ネットワークを牽引

・ 社会の多様な主体と常に対話し、協調しながら、イノベーション・エコシステムの中核的役割を果たす

資産運用
機関

政府

大学ファンド 民間等

国際卓越研究大学

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

運用業務担当理事/運用・監視委員会

資金拠出
資金配分

運用委託

運用益

JST債購入

資金拠出* 運用に関する基本指針、助成に関する遵守事項

マッチング

寄付・
研究費等

JST大学ファンドからの
毎年度支援額：数百億円規模

(大学の外部資金獲得実績等に基づき決定)

国 際 卓 越 研 究 大 学

研究と研究成果活用の体制を強化するための
①年３％の事業規模の成長、
②大学独自基金の拡充による新たな資金循環の構築

適正な大学ガバナンス
の構築
(研究と経営の役割分担)

海外大学

研究機関

国内大学
多様な研究
者の参加

資金の循環

産業界・個人

資金・人材

成果・人材

イノベーション創出 新たな融合領域の創生
最先端研究

合議体

ＣＦＯ（事業財
務担当役員）

プロボスト
（教学担当役員）

大学の長

人材・知恵の循環

○ 国際卓越研究大学の選定にあたっては、文科省に設置したアドバイザリーボードにおいて、①国際的に卓越した研
究成果を創出できる研究力、②実効性高く、意欲的な事業・財務戦略、③自律と責任のあるガバナンス体制の
観点から、「変革」への意思(ビジョン)とコミットメントの提示に基づき審査。

* 運用元本として、令和4年度までに約10兆円（政府出資金＝ 1兆1,111億
円、財政融資資金＝8兆8,889億円）を措置。

* 令和６年度末時点での運用資産額は、約11.1兆円。
令和６年度決算の収益額は+1,882億円、収益率は+1.7%。

* 令和７年度の助成額は、当期純利益（2,560億円）に前年度のバッファ
(資本剰余金)1,527億円を加えた4,087億円の1/3（1,362億円）を上
限に別途決定。

* 初回の公募において、東北大学が国際卓越研究大学に認定（令和6年11月）。
* 現在、第2期公募の審査期間中であり、令和7年度中の認定・認可を予定。 2



世界最高水準の研究大学の実現に向けた、国際卓越研究大学制度の国としてのロジックモデル

〇国際卓越研究大学制度は、年３％の事業規模成長等を通じて、大学独自で設定したKPIの達成状況をモニタリングしながら、
世界最高水準の研究大学の実現を目指している。

〇その上で、大学個別の目標ではなく、国として制度の説明責任を果たすために、諸外国のトップ大学の最新データも参考にしながら、
国際卓越研究大学制度の国としての最終アウトカムとして、世界に伍する研究大学に匹敵するTOP10％論文の割合や論文数
成長率の指標を設定することを検討。
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KGI（最終アウトカム：25年後）

【国としての指標】 TOP10%論文の割合【20%程度】、論文数【年成長率2%】

【大学の独自指標】 世界最高水準の研究大学に向けて、各大学が設定する目標
(例) 知的財産権収入、外部資金獲得額、新分野への挑戦割合

KPI第2階層（中間アウトカム）

大学の事業規模成長【年３％】

【大学の取組（例）】
研究者の年間研究活動時間、研究者の年間研究活動時間割合、研究大学群における外国人研究者比率、

民間企業等からの研究資金受入額、企業・自治体との共同研究数、特許等の件数、大学発SU数

KPI第1階層（アウトプット）

ファンド運用益による認定大学への
長期的・安定的支援【年3000億円】

体制強化計画通りに取組を進めている
認定大学の数【数校程度】

インプット

10兆円規模の大学ファンドの創設

社会的インパクト

イノベーションの創出、魅力ある研究環境の構築、研究力の向上、新たな知の創出

モニタリング（年1回）・
マイルストーン評価
(6年～10年目安)
による審査



世界に伍する研究大学を目指す基本的な考え方
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○ 諸外国のトップ大学は、量だけ、質だけではなく、高いTop10%論文割合のまま論文数を高めることによって、インパクトの高い研究の
総量（Top10%論文数）を増やしていることが分かる。

○ 国際卓越研究大学においても、事業規模成長により多くの論文を生み出し、同時に質も高めることで世界に伍する研究大学を目指す。

東京大学

京都大学大阪大学

東北大学

名古屋大学

九州大学

東京工業大学（東京科学…

筑波大学

早稲田大学

ハーバード大学

カリフォルニア大学バークレー校

スタンフォード大学

オックスフォード大学

ケンブリッジ大学

ユニバーシティカレッジロンドン

シンガポール国立大学

相関係数 = +0.788

R² = 0.6206
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事業規模年次成長率

事業規模年次成長率×論文数成長率（中国を除く*）

＊中国（北京大学・清華大学）は外れ値的に論文数・Top10%論文割合を伸ばしているため除いている。
出典：事業年次成長率は各大学の財務諸表より算出（2005-2023年）。論文数・Top10%論文割合はElsevier Scopus/SciVal調べ（2005-2023年）。分析対象は、Article, Review, Conference Paper, Book, Book Chapter。

論文数 Top10%論文割合 Top10%論文数

2005 2023 2005 2023 2005 2023

スタンフォード大学 8287本 16558本 26.1% 22.7% 2163本 3759本

ケンブリッジ大学 7438本 12476本 22.2% 20.7% 1651本 2583本

東京大学 10550本 12941本 13.3% 10.5% 1403本 1359本

東北大学 6085本 6433本 11.5% 9.2% 700本 592本

2.0倍

1.7倍

1.2倍

1.1倍

0.87倍

0.93倍

0.79倍

0.80倍

1.74倍

1.56倍

0.97倍

0.85倍

事業規模の3％成長による論文数の伸び
×

各大学独自の取組による
卓越した研究環境の構築

世界に伍する研究を数多く生み出す
国際卓越研究大学を実現
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Year

Harvard University

Kyoto University

Kyushu University

Nagoya University

Osaka University

Stanford University

The University of Tokyo

Tohoku University

Institute of Science Tokyo

University College London

University of California at Berkeley

University of Cambridge

University of Oxford

University of Tsukuba

Waseda University

論文数

○ 2019-2023年の論文数は、海外のトップ大学で平均16,886本、日本の代表的な研究大学では6,470本。
〇 近年トップ大学は論文数を伸ばしており、海外のトップ大学で平均年増加率+2.0%（25年後に1.64倍）、日本の代表的な研究
大学で平均+0.9%（25年後に1.25倍）となっている。

5
出典：Elsevier Scopus/SciVal調べ（1996-2023年）。分析対象は、Article, Review, Conference Paper, Book, Book Chapter。
※海外のトップ大学は、便宜的にスタンフォード大学、ハーバード大学、オックスフォード大学、ケンブリッジ大学、カリフォルニア大学バークレー校、ユニバーシティカレッジロンドンの6大学のデータを抜粋し試算した。

+2.0%

+0.９%

+2.0%
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Year

Harvard University

Kyoto University

Kyushu University

Nagoya University

Osaka University

Stanford University

The University of Tokyo

Tohoku University

Institute of Science Tokyo

University College London

University of California at Berkeley

University of Cambridge

University of Oxford

University of Tsukuba

Waseda University

Top10％論文の割合

○ 2019-2023年のTop10%論文率は、海外のトップ大学で平均20%程度、日本の代表的な研究大学で平均10.0%となっている。
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出典：Elsevier Scopus/SciVal調べ（1996-2023年）。分析対象は、Article, Review, Conference Paper, Book, Book Chapter。
※海外のトップ大学は、便宜的にスタンフォード大学、ハーバード大学、オックスフォード大学、ケンブリッジ大学、カリフォルニア大学バークレー校、ユニバーシティカレッジロンドンの6大学のデータを抜粋し試算した。
（参考）
・CSTI基本専調では、オックスフォード大学、ユニバーシティカレッジロンドン、ケンブリッジ大学、スタンフォード大学、カリフォルニア大学サンディエゴ校、ハーバード大学、カリフォルニア大学バークレー校を事例としており、
2024年のTOP10％論文率は18.7%。（カリフォルニア大学サンディエゴ校のみ手元にデータがないため除外）
・ベンチマーク分析の対象大学から算出される2024年のTOP10％論文率は18.5%（浙江大学、カリフォルニア大学ロサンゼルス校、カリフォルニア大学サンディエゴ校、イリノイ大学アーバナシャンペーン校、ルー
ヴェン・カトリック大学、アーヘン工科大学は手元にデータがないため除外し、11/17で算出）

20%程度

10.0%
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Year

Harvard University

Kyoto University

Kyushu University

Nagoya University

Osaka University

Stanford University

The University of Tokyo

Tohoku University

Institute of Science Tokyo

University College London

University of California at Berkeley

University of Cambridge

University of Oxford

University of Tsukuba

Waseda University

TOP10%論文数

○ 事業規模の拡大に支えられる論文数の上昇と、認定大学によって整備される卓越した研究環境によって、世界に伍する国際卓越研究
大学を実現する。

7
出典：Elsevier Scopus/SciVal調べ（1996-2023年）。分析対象は、Article, Review, Conference Paper, Book, Book Chapter。
※海外のトップ大学は、便宜的にスタンフォード大学、ハーバード大学、オックスフォード大学、ケンブリッジ大学、カリフォルニア大学バークレー校、ユニバーシティカレッジロンドンの6大学のデータを抜粋し試算した。

世界トップレベルの
論文数成長率

Top10%論文率の
向上

数 +0.9%, 割合 10%

数 +2.0%, 割合 10%

数 +2.0%, 割合 20%程度

海外トップ大学の伸び 



社会的インパクトの例

8出典：令和6年度 我が国の大学の研究力強化に向けた課題分析に関する調査業務

https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html


社会的インパクトの例

9出典：令和6年度 我が国の大学の研究力強化に向けた課題分析に関する調査業務

https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/daigakukenkyuryoku/itakuchosa01_0000004.html


EBPMアクションプラン（R6.12.26 経済財政諮問会議）
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